
ナイトタイム等(夜間・早朝)における観光促進助成金交付要綱 

 

６公東観地事第２１８号 

令 和 ６ 年 ４ 月 １ ６ 日 

 

（通 則） 

第１条 公益財団法人東京観光財団（以下「財団」という。）によるナイトタイム等(夜間・早

朝)における観光促進助成金（（以下「助成金」という。）の交付については、この要綱の定め

るところによる。 

 

（目 的） 

第２条 この助成金は、ナイトタイム等（夜間・早朝）（に行われるイベント等の実施や情報発

信等を行う事業に対し、必要な助成金を交付することにより、国内外からの旅行者誘致の促

進を図るとともに、日中の観光への集中を防ぎ、観光時間の分散化を図ることを目的とする。 

 

（定 義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 区市町村 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）に規定する特別地方公共団体である

特別区及び普通地方公共団体である都内の市町村をいう。  

(2) 観光協会 地域の観光産業振興の推進を主たる活動目的とし、区市町村との連携の下

に設立された都内に所在する団体をいう。 

(3) 商工会等 商工会法（昭和 35 年法律第 89 号）に規定する商工会及び商工会連合会並

びに商工会議所法（昭和 28 年法律第 143 号）に規定する商工会議所であって、都内に所

在する団体をいう。 

(4) エリアマネジメント 次のアからエまでの要件のすべてを満たす団体をいう。 

ア 地域おいて、複数の企業・開発事業者などの民間等が組織する団体 

イ 地域の価値を維持・増進するための取組を主体的に行う団体 

ウ 過年度において前項の活動の実績を有する団体 

エ 法人格を有する団体 

(5) 民間事業者 営利を目的とする私企業のうち、法人格を有するものをいう。 

(6) その他の法人 夜間・早朝観光の推進を行う公益財団法人、公益社団法人、一般財団法

人、一般社団法人又は特定非営利活動法人である団体をいう。 

 

（助成金の交付対象等） 

第４条 助成金の交付の対象となるもの（以下「助成対象事業者」という。）は、区市町村、

観光協会、商工会等、エリアマネジメント、民間事業者及びその他の法人のいずれかに該当



するものとする。ただし、民間事業者及びその他の法人は、２者以上の複数の団体で共同実

施するものを対象とする。 

２ 助成金の交付の対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）の区分は、別表１に掲

げるものとする。ただし、他の助成金（区市町村から使途を指定されていない助成金は除く。）

をその一部財源とする事業を除く。 

３ 助成対象事業は、交付決定の日から財団が定める期間内に実施完了するものに限る。 

４ 助成金の交付の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、助成対象事業の実

施に必要な別表２に掲げる経費のうち、財団理事長（以下「理事長」という。）が特に必要

かつ適当と認め、使途、単価、規模等の確認ができるものに限る。 

５ 法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員に暴力団（東

京都暴力団排除条例（平成 23 年東京都条例第 54 号。以下「条例」という。）第２条第２号

に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（条例第２条第３号に規定する暴力

団員及び同条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）に該当する者があるもの

は、助成対象事業者及び共同実施する団体となることはできない。 

 

（助成金の額） 

第５条 助成金の額は、次の各号に掲げる額とする。 

(1) 別表１の【区分Ａ】に記載する事業については、助成対象経費の３分の２以内の額 （その

額に１千円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）又は助成限度額３千万円のいず

れか低い金額とする。 

(2)  別表１の【区分Ｂ】に記載する事業については、助成対象経費の３分の２以内の額 （そ

の額に１千円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）又は助成限度額５百万円のい

ずれか低い金額とする。 

 

（助成金の交付申請） 

第６条 助成金の交付の申請をしようとするもの（以下「交付申請者」という。）は、理事長

が定める期日までに、ナイトタイム等(夜間・早朝)における観光促進助成金交付申請書（別

記第１号様式）、誓約書（別記第１号様式の２）及びその他必要な書類を理事長に提出しな

ければならない。 

 

（助成金の交付決定） 

第７条 理事長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査の上、内容が適正

と認めるときは助成金の交付決定を行い、ナイトタイム等(夜間・早朝)における観光促進助

成金交付決定通知書（別記第２号様式）により、当該交付申請者に通知するものとする。ま

た、内容が適正と認められないときは助成金の不交付決定を行い、ナイトタイム等(夜間・早

朝)における観光促進助成金不交付決定通知書（（別記第２号様式の２）により、当該交付申請

者に通知するものとする。 



２ 理事長は、前項の審査を行うために必要な事項を別に定める。 

３ 理事長は、第１項の規定による審査を行う場合は、必要に応じて調査を行うことができる。 

４ 理事長は、第１項の規定による交付の決定（以下「交付決定」という。）を行うに当たっ

ては、必要な条件を付すことができる。 

 

（申請の取下げ） 

第８条 前条第１項の規定による交付決定の通知を受けた交付申請者（以下「助成事業者」と

いう。）は、前条第１項の規定による交付決定の内容又はこれに付された条件に不服がある

ときは、交付決定の通知を受けた日から 14 日以内に、その旨を記載した書面を理事長に提出

することにより、申請の取下げをすることができる。 

２ 前項に規定するほか、交付決定前に申請を取り下げようとするときは、その旨を記載した

書面を、遅滞なく理事長に提出しなければならない。 

 

（事情変更による決定の取消し等） 

第９条 理事長は、交付決定後の事情の変更により特別の必要が生じたときは、交付決定の全

部若しくは一部を取り消し、又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更すること

ができる。ただし、助成事業者が実施する事業（以下「助成事業」という。）のうち既に経

過した期間に係る部分については、この限りでない。 

２ 前項の規定により交付決定の全部又は一部を取り消すことができる場合とは、天災事変そ

の他助成金の交付決定後生じた事情の変更により助成事業の全部又は一部を継続する必要が

なくなった場合に限る。 

３ 理事長は、第１項前段の規定による交付決定の取消し又は変更を行ったときは、理由を付

して書面により通知するものとする。 

４ 第１項前段の規定による交付決定の取消しにより特別に必要となった事務又は事業に対し

ては、次に掲げる経費に係る助成金を交付することができる。 

(1) 助成事業に係る機械、器具及び仮設物の撤去その他の残務処理に要する経費 

(2) 助成事業を行うため締結した契約の解除により必要となった賠償金の支払に要する経

費 

５ 前項の助成金の額の同項各号に掲げる経費の額に対する割合その他その交付については、

第１項の規定による取消しに係る助成事業についての助成金に準ずる。 

 

（助成事業の内容又は経費の配分の変更） 

第 10 条 助成事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、ナイトタイム等(夜間・早朝)

における観光促進助成金に係る助成事業の内容の変更承認申請書（別記第３号様式）を理事

長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、第２号に掲げる事項のうち軽微な

変更については、報告に代えることができる。 



(1) 助成事業に要する経費の配分を、当該経費の２０パーセントの額を超えて変更しよう

とするとき。 

(2) 助成事業の内容を変更しようとするとき。 

(3) 第７条第４項の規定により理事長が必要な条件を付した場合において、その条件に反

して事業の内容を変更するとき。 

２ 理事長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査の上、内容が適正と認

めるときは、ナイトタイム等(夜間・早朝)における観光促進助成金に係る助成事業の内容の

変更承認通知書（別記第４号様式）により、変更の承認について当該助成事業者に通知する

ものとする。また、内容が適正と認められないときは、ナイトタイム等(夜間・早朝)におけ

る観光促進助成金に係る助成事業の内容の変更不承認通知書（別記第４号様式の２）により、

変更の不承認について当該助成事業者に通知するものとする。 

３ 理事長は、前項の規定により変更の承認をするときは、必要な条件を付すことができる。 

 

（助成事業の中止又は廃止） 

第 11 条 助成事業者は、助成事業を中止又は廃止しようとする場合は、ナイトタイム等(夜間・

早朝)における観光促進助成金に係る助成事業の（中止・廃止）の承認申請書（別記第５号様

式）を理事長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 理事長は、前項の規定による申請があったときは、これを審査の上、これが適正と認める

ときは、ナイトタイム等(夜間・早朝)における観光促進助成金に係る助成事業の（中止・廃

止）の承認通知書（別記第６号様式）により、中止又は廃止の承認について、当該助成事業

者に通知を行うものとする。また、これが適正と認められないときは、ナイトタイム等(夜間・

早朝)における観光促進助成金に係る助成事業の（中止・廃止）の不承認通知書（別記第６号

様式の２）により、中止又は廃止の不承認について、当該助成事業者に通知を行うものとす

る。 

 

（日常生活に支障をきたす事態の発生による助成事業の中止又は廃止） 

第 12 条 理事長は、感染症の拡大等、日常生活に大きな支障をきたすような事態の発生により

必要があると認めるときは、助成事業の中止又は廃止を命じることができる。この場合にお

いて、理事長は必要に応じて交付決定の内容を変更し、又は条件を付すことができる。 

２ 理事長は、前項の規定により助成事業の中止又は廃止を命じるときは、理由を付して書面

により通知するものとする。 

 

（助成事業遅延等の報告） 

第 13 条 助成事業者は、助成事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれると

き、又はその遂行が困難となったときは、速やかにナイトタイム等(夜間・早朝)における観

光促進助成金に係る助成事業遅延等報告書（別記第７号様式）を理事長に提出し、その指示



を受けなければならない。 

 

（遂行状況） 

第 14 条 理事長は、助成事業の遂行状況について、助成事業者との連携を密にし、必要に応じ

て調査を行い、助成事業の進捗の把握に努めるものとする。 

 

（状況報告） 

第 15 条 理事長は、助成事業の円滑な執行を図るため、必要に応じて助成事業者に対し助成事

業の遂行状況に関して報告を求めることができる。 

２ 助成事業者は、前項の要求があった場合には、速やかに理事長に状況報告をしなければな

らない。 

 

（遂行命令等） 

第 16 条 理事長は、第 14 条の規定による調査及び前条の規定による報告により、交付決定の

内容又はこれに付した条件に従って遂行されないと認めるときは、助成事業者に対しこれら

に従って助成事業を遂行すべきことを命じることができる。 

２ 理事長は、助成事業者が前項の規定による命令に違反したときは、助成事業者に対して助

成事業の一時停止を命じることができる。 

 

（実績報告） 

第 17 条 助成事業者は、助成事業が完了したときは、その日の翌日から起算して 30 日以内に、

ナイトタイム等(夜間・早朝)における観光促進助成金に係る助成事業実績報告書（別記第８

号様式）その他必要な書類を、理事長に提出しなければならない。 

２ 第 11 条第２項の規定により助成事業の廃止の承認を受けたとき、又は第 12 条第１項の規

定により助成事業の廃止を命じられたときは、前項の規定を準用する。 

 

（助成金の額の確定） 

第 18 条 理事長は、前条第１項の規定による実績報告を受けたときは、その内容を審査し、そ

の報告に係る助成事業の成果が助成金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると

認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、ナイトタイム等(夜間・早朝)における観光

促進助成金確定通知書（別記第９号様式）により当該助成事業者に通知するものとする。 

２ 前項の規定により確定する交付すべき助成金の額は、第５条第１項の規定により算出する

額（１千円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）又は当該助成金の交付決定額の

いずれか低い額とする。 

３ 交付額の確定に当たり、助成事業の実施に伴う収入があり、助成を受けることによって収

益が生ずる場合は、助成金の額から収益相当額を控除する。 



４ 理事長は、第１項の規定による審査を行う場合は、必要に応じて調査を行うことができる。 

 

（是正のための措置） 

第 19 条 前条第１項の規定による審査の結果、助成事業の成果が助成金の交付決定の内容又

はこれに付した条件に適合しないと認めるときは、助成事業者に対しこれらに適合させるた

めの措置を取ることを命じることができる。 

２ 第 17 条第１項の規定による実績報告は、前項の命令により必要な措置をした場合につい

て準用する。 

 

（助成金の支払） 

第 20 条 第 18 条第１項の規定による通知を受けた助成事業者は、助成金の支払を受けようと

するときは、ナイトタイム等(夜間・早朝)における観光促進助成金請求書（別記第 10 号様

式）を、理事長に提出しなければならない。 

２ 理事長は、前項に規定する請求書を受理したときは、速やかに助成金を支払うものとする。 

 

（交付決定の取消し） 

第 21 条 理事長は、助成事業者が次の各号のいずれかに該当する場合、助成金の交付決定の全

部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき、又は受けようとしたとき。 

(2) 助成金を他の用途に使用したとき、又は使用しようとしたとき。 

(3) 助成事業者を構成するもの（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人そ

の他の従業員若しくは構成員を含む。）が暴力団又は暴力団員等に該当するに至ったとき。 

(4) 申請要件に該当しない事実が判明したとき。 

(5) 助成金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令又は助成金の交付決定に基づく

命令に違反したとき。 

(6) その他財団が助成事業として不適切と判断したとき。 

 

（助成金の返還） 

第 22 条 理事長は、前条の規定により助成金の交付決定を取り消した場合において、助成事業

の当該取消しに係る部分に関し既に助成事業者に助成金が支払われているときは、期限を定

めてその返還を命じるものとする。 

 

（助成金の経理等） 

第 23 条 助成事業者は、助成事業に係る収支の事実を明らかにした証拠書類及び事業内容に

関する資料その他の関係書類（次項において「証拠書類等」という。）を整理し、かつ、助

成事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存するものとする。 

２ 助成事業者は、助成事業の完了後、理事長が求めた場合は、証拠書類等を公開しなければ



ならない。この場合において、公開の期間は、当該助成事業の完了した日の属する会計年度

の終了後５年間とする。 

 

（取得財産等の管理及び処分） 

第 24 条 助成事業者は、助成事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産

等」という。）については、助成事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管

理し、助成金の交付目的に従って、その効率的運営を図らなければならない。 

２ 助成事業者は、取得財産等について台帳を設け、その管理状況を明らかにしなければなら

ない。 

３ 助成事業者は、取得財産等のうち、取得価格又は効用の増加した価格が 50 万円以上のもの

を、他の用途に使用し、他の者に貸し付け若しくは譲り渡し、他の物件と交換し又は債務の

担保に供しようとする場合は、ナイトタイム等(夜間・早朝)における観光促進助成金に係る

取得財産等処分承認申請書（別記第 11 号様式）を理事長に提出し、承認を受けなければなら

ない。ただし、減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に定め

る資産ごとの耐用年数を経過している場合は、この限りでない。 

４ 理事長は、助成事業者が取得財産等を処分することにより収入があり、又はあると見込ま

れる場合は、交付した助成金の全部又は一部に相当する金額を納付させるものとする。 

 

（検査及び事業効果の報告） 

第 25 条 助成事業者は、助成事業の完了した日が属する会計年度の終了後５年間において、理

事長が財団の職員をして、助成事業の運営及び経理等の状況について検査させた場合、又は

助成事業の事業効果について報告を求めさせた場合は、これに応じなければならない。 

 

（違約加算金及び延滞金の納付） 

第 26 条 第 21 条の規定により助成金の交付決定の全部又は一部の取消しを行い、第 22 条の

規定により助成金の返還を命じたときは、理事長は、助成事業者が助成金を受領した日から

返還の日までの日数に応じ、助成金の額（一部を返還した場合のその後の期間においては既

返還額を控除した額）につき、年１０．９５パーセントの割合で計算した違約加算金（１０

０円未満の場合を除く。）を助成事業者に納付させなければならない。 

２ 助成金の返還を命じた場合において、助成事業者が定められた納期日までに助成金を納付

しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき、年

１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除く。）を納付させ

なければならない。 

３ 前２項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても３６５日当たりの割

合とする。 

 



（違約加算金の基礎となる額の計算） 

第 27 条 前条第１項の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、助成事業者の納

付した金額が返還を命じた助成金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を命

じた助成金の額に充てるものとする。 

 

（延滞金の基礎となる額の計算） 

第 28 条 第 26 条第２項の規定により、延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた助

成金の未納付額の一部を納付したときは、当該納付の日の翌日以降の期間に係る延滞金の基

礎となる未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

 

（非常災害の場合の措置） 

第 29 条 非常災害等による被害を受け、助成事業の遂行が困難となった場合の助成事業者の

措置については、理事長が指示するところによる。 

（その他） 

第 30 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、理事長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年４月２２日から施行する。 

  



別表１（第４条関係） 

助成対象事業 

区分 内容 

【区分Ａ】 一定期間に実

施する新たな 夜間・早朝

イベント等 

定期的に実施するイベント等（週 1 回以上のイベント等を 1 か

月程度、月１回以上のイベント等を３か月程度、四半期毎に１

回のイベント等を１年間程度継続して実施、等）を対象とする。 

【区分Ｂ】 地域の夜間・

早朝の観光振興に向けた

取組 

上記区分Ａにあてはまらない夜間・早朝イベント等（1 回のみ

の実施も含む）や、地域の夜間・早朝の観光振興に資する取組

を対象とする。 

 上記のＡ又はＢの事業の実施にあたっては、以下の条件を満たすことを必須とする。 

(1)全体について 

①地域ならではの観光資源を活かした事業であること。 

②地域の回遊性を向上させる事業であること。 

③外国人旅行者の誘客につながる事業であること。（ 

(2)イベント等について 

①原則、新たなイベント等であること。ただし、従来、昼に実施していたイベントを夜間

や早朝にまで延長拡大する場合は、その延長部分（夜間・早朝観光の振興となる部分）

を対象とする。（従来実施していた時間帯に係る費用は助成対象外とする。）（ 

②実施場所は以下とする。 

・都内で実施すること 

・屋外、屋内は問わない。 

・複数回実施するイベント等（ガイドツアー等を除く）は、原則として、メイン会場を

同一の場所とすること。 

③予約制イベントも可とするが、特定の母集団に偏ることなく、一般に向けて広く参加者

を募集すること。（ 

④イベント等の実施場所が位置する区市町村の担当部署に事前に相談し、推薦書（別記第

１号様式の３）を予め受領すること。（ 

⑤集客目標を設定し、そのために必要十分なＰＲ活動等を計画的に実施すること。 

⑥アンケート調査等により、事業の効果測定を実施すること。 

⑦事前に地元地域との調整を行った上、実施時、近隣住民の迷惑にならないよう配慮をす

ること。 

⑧SDGs を意識した取組を実施すること。 

⑨高齢者、障がい者等、誰もが観光を楽しめるようアクセシブル・ツーリズムにも配慮す

ること。 

⑩安全・防犯対策を行い、事故等のないよう管理を十分に行うこと。 
 

 



別表２（第４条関係） 

助成対象経費  
 

区  分 摘  要 

イベント等の企画・運営に係る委託に要

する経費 
会場・設営費用や警備費用も含む。 

機材・設備・備品の賃借料又は購入費 事業実施に直接必要なものに限る。 

消耗品の購入費 事業実施に直接必要なものに限る。 

出演料   

広告宣伝費 冊子作成、ウェブサイト制作、広報・ＰＲ等 

交通手段の確保に係る経費 

イベント中の連絡バスの運行等(ただし、特定の

場所の往復や決められたコースの周遊に限る。)

に係る運送車両リース料、運行委託料等 

その他事業目的を達成するために有効な

直接経費 

イベント参加者に対する賠償・損害保険料、効果

測定費用等 

 

（参考）助成対象外経費の例 

区  分 摘  要 

土地の取得、賃借、造成及び補償に係る

経費 
事業の実施に必要な土地の賃借を除く。 

施設設備等の整備・維持管理に係る経費  

助成事業者の人件費   

地域通貨等発行に係る経費 宣伝・印刷費用を除く。 

動産の保険、イベント中止保険 
イベント中止に伴い発生する出演料や会場のキャ

ンセル料等 

金券等購入費   

租税公課 消費税等 

中古品の購入費   

車両・船舶・航空機等の移動手段の購入

に係る経費 
軽車両（自転車等）は除く。 

その他事業に直接関係しない経費 儀礼的経費、振込手数料、使用実績のないもの等 

 


